
      

高
市
内
閣
の
支
持
率
の
䣓
続
落
䣔
理
由
は
物
価
対
策
だ
と
指
摘

さ
れ
ま
す
䣎
賃
金
は
約
30
年
間
䣍
物
価
上
昇
に
追
い
つ
か
ず
䣍
年

金
も
同
様
で
す
䣎
我
々
は
消
費
税
廃
止
䥹
一
世
帯
平
均
約
30
万
円

の
負
担
䥺
を
目
標
に
䣍
２
年
後
に
８
％
に
戻
さ
せ
な
い
闘
い
が
必

要
で
す
䣎 

 

格
差
は
顕
著
で
す
䣎
イ
䤀
ロ
ン
・
マ
ス
ク
の
資
産
は
約
１
６
０

兆
円
䣎
フ
䣴
䤀
ス
ト
リ
テ
イ
リ
ン
グ
の
柳
井
正
の
資
産
は
７
兆
円

で
す
䣎
元
々
は
勤
労
者
が
創
り
出
し
た
䣓
資
産
䣔
を
生
活
向
上
に

活
用
す
る
た
め
に
は
富
裕
税
の
創
設
が
必
要
で
す
䣎 

年
間
の
収
入
一
位
は
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
の
孫
正
義
で
す
䣎
総
収
入

約
１
８
９
億
円
の
内
䣍
配
当
は
約
１
８
８
億
円
䣎
配
当
課
税
は
一

律
15
％
の
所
得
税
と
住
民
税
５
％
で
20
％
で
す
䣎
金
融
所
得

䥹
不
労
所
得
䥺
へ
の
課
税
強
化
が
必
要
で
す
䣎 

米
国
で
は
格
差
拡
大
が
酷
く
䣍
そ
れ
を
是
正
す
る
マ
ム
ダ
ニ
・

ニ
䣻
䤀
ヨ
䤀
ク
市
長
䥹
民
主
社
会
主
義
者
䥺
等
の
活
躍
が
あ
り
ま 

      

す
䣎
彼
は
例
え
ば
州
知
事
䥹
民
主
党
䥺
と
相
談
し
䣍
超
富
裕
層
へ

の
䣓
高
級
セ
カ
ン
ド
ハ
ウ
ス
䥹
別
宅
䥺
䣔
へ
課
税
し
䣍
財
政
再
建

と
公
共
サ
䤀
ビ
ス
向
上
に
使
い
ま
す
䣎 

 

ま
た
合
田
寛
さ
ん
は
紹
介
し
て
い
ま
す
䣎䣓
ス
ペ
イ
ン
で
は
22

年
䣍
資
産
額
約
５
億
円
以
上
の
富
裕
者
に
資
産
額
に
応
じ
て
１
・

７
％
䦅
３
・
５
％
の
累
進
課
税
を
課
す
䣕
連
帯
富
裕
税
䣖
を
導

入
䣔
䣓
最
近
で
は
米
国
・
ワ
シ
ン
ト
ン
州
で
年
収
約
16
億
円
超
の

部
分
に
９
・
９
％
を
課
税
す
る
䣕
ミ
リ
オ
ネ
ア
税
䣖
を
創
設
す
る

新
法
が
成
立
し
た
䣔
等
々
と
䣎 

 

こ
う
し
た
動
き
に
学
び
䣍
庶
民
増
税
や
負
担
増
を
繰
返
す
自
民

党
等
の
政
治
に
対
し
䣍
大
企
業
・
富
裕
層
へ
の
具
体
的
課
税
と
具

体
的
活
用
方
法
を
提
示
し
䣍
勤
労
者
階
級
の
支
持
を
得
て
政
治
を

変
え
た
い
も
の
で
す
䣎 


